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貸借対照表（28年度)

第５３期事業年度　平成29年2月28日　現在

科 目
資　産　の　部

１　信用事業資産
(1)現金
(2)預金

　　系統預金
　　系統外預金
(3)貸出金
(4)その他の信用事業資産

　　未収収益
　　その他の資産
(5)貸倒引当金 △ 3,116,948
２　共済事業資産
(1)共済貸付金
(2)共済未収利息
(3)その他の共済事業資産
(4)貸倒引当金 △ 1
３　経済事業資産
(1)経済事業未収金
(2)経済受託債権
(3)棚卸資産

　　購買品
　　その他の棚卸資産
(4)その他の経済事業資産
(5)貸倒引当金 △ 64,786
４　雑資産
(1)雑資産
５　固定資産
(1)有形固定資産

    建物
    機械装置
　　土地
　　その他の有形固定資産
　　減価償却累計額 △ 7,431,531
(2)無形固定資産
６　外部出資
(1)外部出資

　　系統出資
　　系統外出資
　　子会社等出資
(2)外部出資等損失引当金 △ 749
７　繰延税金資産
　資産の部合計

金 額
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(中野市農業協同組合）
（単位：千円）

科 目
負　債　の　部

１　信用事業負債
(1)貯金
(2)借入金
(3)その他の信用事業負債

　　未払費用
　　その他の負債
２　共済事業負債
(1)共済借入金
(2)共済資金
(3)共済未払利息
(4)未経過共済付加収入
(5)共済未払費用
(6)その他の共済事業負債
３　経済事業負債
(1)経済事業未払金
(2)経済受託債務
(3)その他の経済事業負債
４　設備借入金
５　雑負債
(1)未払法人税等
(2)仮受金
(3)その他の負債
６　諸引当金
(1)賞与引当金
(2)退職給付引当金
(3)役員退職慰労引当金
　負債の部合計
純　資　産　の　部
１　組合員資本
(1)出資金
(2)回転出資金
(3)利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金
目的積立金
特別積立金
当期未処分剰余金
(うち当期剰余金)

(4)処分未済持分 △ 7,204
　純資産の部合計
　負債及び純資産の部合計

金 額

目的積立金の内訳は、農業振興開発積立金144,586千円、ＪＡ教育積立金400,360千円、健康・福
祉積立金51,975千円、税効果調整積立金262,567千円、野菜・花卉育苗施設更新等積立金22,577
千円、経営基盤強化積立金920,000千円、固定資産減損積立金300,000千円、利用施設等経費均衡
積立金200,000千円です。
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貸借対照表（29年度)

第５４期事業年度　平成30年2月28日　現在

科 目
資　産　の　部

１　信用事業資産
(1)現金
(2)預金

　　系統預金
　　系統外預金
(3)貸出金
(4)その他の信用事業資産

　　未収収益
　　その他の資産
(5)貸倒引当金 △ 3,344,999
２　共済事業資産
(1)共済貸付金
(2)共済未収利息
(3)その他の共済事業資産
(4)貸倒引当金 △ 44
３　経済事業資産
(1)経済事業未収金
(2)経済受託債権
(3)棚卸資産

　　購買品
　　その他の棚卸資産
(4)その他の経済事業資産
(5)貸倒引当金 △ 72,411
４　雑資産
(1)雑資産
(2)貸倒引当金 △ 33
５　固定資産
(1)有形固定資産

    建物
    機械装置
　　土地
　　その他の有形固定資産
　　減価償却累計額 △ 7,598,325
(2)無形固定資産
６　外部出資
(1)外部出資

　　系統出資
　　系統外出資
　　子会社等出資
７　繰延税金資産
　資産の部合計

金 額
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(中野市農業協同組合）
（単位：千円）

科 目
負　債　の　部

１　信用事業負債
(1)貯金
(2)借入金
(3)その他の信用事業負債

　　未払費用
　　その他の負債
２　共済事業負債
(1)共済借入金
(2)共済資金
(3)共済未払利息
(4)未経過共済付加収入
(5)共済未払費用
(6)その他の共済事業負債
３　経済事業負債
(1)経済事業未払金
(2)経済受託債務
(3)その他の経済事業負債
４　設備借入金
５　雑負債
(1)未払法人税等
(2)仮受金
(3)その他の負債
６　諸引当金
(1)賞与引当金
(2)退職給付引当金
(3)役員退職慰労引当金
　負債の部合計
純　資　産　の　部
１　組合員資本
(1)出資金
(2)利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金
目的積立金
特別積立金
当期未処分剰余金
(うち当期剰余金)

(3)処分未済持分 △ 6,113
　純資産の部合計
　負債及び純資産の部合計

金 額

目的積立金の内訳は、農業振興開発積立金189,979千円、ＪＡ教育積立金400,360千円、健康・福
祉積立金52,020千円、税効果調整積立金256,889千円、野菜・花卉育苗施設更新等積立金23,398
千円、経営基盤強化積立金1,000,000千円、固定資産減損積立金279,085千円、利用施設等経費均
衡積立金200,000千円、施設整備積立金30,000千円です。
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損益計算書(28年度)
第５３期事業年度　平成28年3月1日から平成29年2月28日まで

科 目 金 額
１　事業総利益
(1)信用事業収益

　　資金運用収益
　　(うち預金利息)
　　(うち有価証券利息)
　　(うち貸出金利息)
　 （うちその他受入利息）
　　役務取引等収益
　　その他経常収益
(2)信用事業費用
　　資金調達費用
　　(うち貯金利息)
　　(うち給付補填備金繰入)
　　(うち借入金利息)
　 （うちその他支払利息）
　　役務取引等費用
　　その他事業直接費用
　　その他経常費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　信用事業総利益
(3)共済事業収益

　　共済付加収入
　　共済貸付金利息
　　その他の収益
(4)共済事業費用

　　共済借入金利息
　　共済推進費
　　共済保全費
　　その他の費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　共済事業総利益
(5)購買事業収益

　　購買品供給高
　　その他の収益
(6)購買事業費用
　　購買品供給原価
　　購買品供給費
　　その他の費用 △10,992
　 （うち貸倒引当金戻入益） (△12,677)
　購買事業総利益
(7)販売事業収益

　　販売手数料
　　その他の収益
(8)販売事業費用

　　販売費
　　その他の費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　販売事業総利益
(9)保管事業収益
(10)保管事業費用
　保管事業総利益
(11)加工事業収益
(12)加工事業費用
　加工事業総利益
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(中野市農業協同組合)
（単位：千円）

科 目 金 額
(13)利用事業収益
(14)利用事業費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　利用事業総利益
(15)宅地等供給事業収益
(16)宅地等供給事業費用
　宅地等供給事業総利益
(17)農用地利用事業収益
(18)農用地利用事業費用
　農用地利用事業総利益
(19)指導事業収入
(20)指導事業支出
　指導事業収支差額
２　事業管理費
(1)人件費
(2)業務費
(3)諸税負担金
(4)施設費
(5)その他事業管理費
事業利益
３　事業外収益
(1)受取雑利息
(2)受取出資配当金
(3)賃貸料
(4)償却債権取立益
(5)雑収入

４　事業外費用
(1)支払雑利息
(2)雑損失
(3)賃貸資産減価償却費等

経常利益
５　特別利益
(1)固定資産処分益
(2)一般補助金

６　特別損失
(1)固定資産処分損
(2)固定資産圧縮損

税引前当期利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額 △ 72,712
法人税等合計
当期剰余金
当期首繰越剰余金
農業振興開発積立金取崩額(目的積立金)
野菜・花卉育苗施設更新等積立金取崩額
(目的積立金)

当期未処分剰余金
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損益計算書(29年度)
第５４期事業年度　平成29年3月1日から平成30年2月28日まで

科 目 金 額
１　事業総利益
(1)信用事業収益
　　資金運用収益
　　(うち預金利息)
　　(うち貸出金利息)
　 （うちその他受入利息）
　　役務取引等収益
　　その他経常収益
(2)信用事業費用

　　資金調達費用
　　(うち貯金利息)
　　(うち給付補塡備金繰入)
　　(うち借入金利息)
　 （うちその他支払利息）
　　役務取引等費用
　　その他経常費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　信用事業総利益
(3)共済事業収益
　　共済付加収入
　　共済貸付金利息
　　その他の収益
(4)共済事業費用
　　共済借入金利息
　　共済推進費
　　共済保全費
　　その他の費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　共済事業総利益
(5)購買事業収益
　　購買品供給高
　　その他の収益
(6)購買事業費用

　　購買品供給原価
　　購買品供給費
　　その他の費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）

　購買事業総利益
(7)販売事業収益
　　販売手数料
　　その他の収益
(8)販売事業費用
　　販売費
　　その他の費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　販売事業総利益
(9)保管事業収益
(10)保管事業費用
　保管事業総利益
(11)加工事業収益
(12)加工事業費用
　加工事業総利益
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(中野市農業協同組合)
（単位：千円）

科 目 金 額
(13)利用事業収益
(14)利用事業費用
　 （うち貸倒引当金繰入額）
　利用事業総利益
(15)宅地等供給事業収益
(16)宅地等供給事業費用
　宅地等供給事業総利益
(17)農用地利用事業収益
(18)農用地利用事業費用
　農用地利用事業総利益
(19)指導事業収入
(20)指導事業支出
　指導事業収支差額
２　事業管理費
(1)人件費
(2)業務費
(3)諸税負担金
(4)施設費
(5)その他事業管理費
事業利益
３　事業外収益
(1)受取雑利息
(2)受取出資配当金
(3)賃貸料
(4)償却債権取立益
(5)雑収入
４　事業外費用
(1)支払雑利息
(2)雑損失
(3)賃貸資産減価償却費等
経常利益
５　特別利益
(1)固定資産処分益
(2)一般補助金
６　特別損失
(1)固定資産処分損
(2)固定資産圧縮損
(3)減損損失
税引前当期利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期剰余金
当期首繰越剰余金
農業振興開発積立金取崩額(目的積立
金)
税効果調整積立金取崩（目的積立金）
野菜・花卉育苗施設更新等積立金取崩額
(目的積立金)
固定資産減損積立金取崩額
(目的積立金)

当期未処分剰余金
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注記表 年度

Ⅰ【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社株式 ・・・移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・購買品 ・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法 収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 年度 月 日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しています。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。また、取得価額 万円以

上 万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、 年間で均等償却を行っています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実

質破綻先）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総

合的に判断して必要と認められる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、

当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を

引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計上しています。

この基準に基づき、当事業年度は貸倒実績率で算定した金額に基づき計上しています。

すべての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結

果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は信用事業資産で

千円、経済事業資産で 千円です。

賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。

退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込に基づき、当事業年度に発生していると認めら

れる額を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金積立規程に基づく期末要支給額を計上しています。

外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法によ

り、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、会計基準適用初年度開始前に

取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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７．記載金額の端数処理

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「 」で表示しています。

Ⅱ【会計方法の変更に関する注記】

１．会計基準等の改正に伴う変更（建物付属設備及び構築物の減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 号 平

成 年 月 日）を当事業年度に適用し、平成 年 月 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しています。

これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の事業、経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ 千円増加しています。

Ⅲ【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は 千円であり、その内訳は、次のと

おりです。

２．担保に供している資産

担保に供している資産 現金 千円

上記のほか、為替決済等の担保として預金 千円を差し入れています。

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務

子会社に対する金銭債権の総額 千円

子会社に対する金銭債務の総額 千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

理事、監事に対する金銭債権の総額 千円

理事、監事に対する金銭債務の総額 ありません

５ 貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は 千円、延滞債権額は 千円です。

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立て

または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出

金｣という。）のうち、法人税法施行令 昭和 年政令第 号 第 条第 項第 号のイからホまでに掲げる事由または同項第 号

に規定する事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利

息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、 カ月以上延滞債権はありません。

なお、 カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権

および延滞債権に該当しないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 千円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および カ月以上延滞債権に該当し

ないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、 カ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権額の合計額は 千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

６ 劣後特約付貸出金

貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された長野県信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸

出金 千円が含まれています。

種　　類 圧縮記帳額

建物 千円

機械装置 千円

その他の有形固定資産 千円

合計 千円
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Ⅳ【損益計算書に関する注記】

１．子会社との事業取引による取引高の総額

（ ）子会社との取引による収益総額 千円

うち事業取引高 千円

うち事業取引以外の取引高 千円

（ ）子会社との取引による費用総額 千円

うち事業取引高 千円

うち事業取引以外の取引高 ありません

２．減損損失に関する注記

当期の減損損失の計上はありません。

Ⅴ【金融商品に関する注記】

金融商品の状況に関する事項

（ ）金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を長野県

信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債等の有価証券による運用を行っています。また、営農関連事業の設備投資のた

め、株式会社日本政策金融公庫等から借入を行っています。

（ ）金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、組合員・利用者

の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらされています。

当事業年度末における貸出金のうち、 ％は農業に対するものです。

また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的（その他有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の

変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされています。

また、経済事業未収金は組合員・利用者の信用リスクにさらされています。

（ ）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につい

ては、本所に融資審査課を設置し各店との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッ

シュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま

す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管

理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定

化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感

応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの

状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、

日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針

などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執

行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である

金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金及び

借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動

額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が ％上昇したものと想定し

た場合には、経済価値が 千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を越える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
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③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めていま

す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）

を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（ ）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる

前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品の時価等に関する事項

（ ）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものについては、次表には含めず（ ）に記載します。

（ ）金融商品の時価の算定方法

【資産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金につい

ては、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代

わる金額として算定しています。

②貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない

限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌ

ｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる

金額としています。

③経済事業未収金

経済事業未収金については、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金について

は、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り

引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

②借入金（設備借入金含む）

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていない

ことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・

スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

③経済事業未払金

経済事業未払金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、帳簿価額によっています。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

預金 △ 14,094

貸出金

　貸倒引当金（※1） △ 3,116,948

　貸倒引当金控除後

経済事業未収金

　貸倒引当金（※2） △ 64,786

　貸倒引当金控除後

資産計

貯金

借入金（※3）

経済事業未払金

負債計

  （※3）　借入金には設備借入金を含めて表示しています。

（※1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（※2）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
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（ ）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品として外部出資があり、貸借対照表計上額 千円は、 の金

融商品の時価情報には含まれていません。

なお、外部出資等損失引当金 千円を計上しており、控除後の残高は 千円です。

（ ）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（ ）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

Ⅵ【退職給付に関する注記】

１．退職給付に関する注記事項

採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加え、同規

程に基づき退職給付の一部にあてるため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会との契約に基づく退職給付制度を採用して

います。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しています。

退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 千円

退職給付費用 千円

退職給付の支払額 △ 千円

特定退職共済制度への拠出金 △ 千円

期末における退職給付引当金 千円

退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 千円

特定退職共済制度 △ 千円

退職給付引当金 千円

退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 千円

出向者に係る出向先負担金等 △ 千円

(単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

預金

貸出金（*1,2）

経済事業未収金（*3）

　　合計

(*1)貸出金のうち、当座貸越2,653,163千円については「1年以内」に含めています。

　　また、期限のない劣後特約付貸出金500,000千円については「5年超」に含めています。

(*2)貸出金のうち、3カ月以上延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等1,584,388千円は

  償還の予定が見込まれないため、含めていません。

(*3)経済事業未収金のうち、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等42,112千円は償

 還の予定が見込まれないため、含めていません。

(単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

貯金(*1)

借入金(*2)

合計

(*1)貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。

(*2)借入金には設備借入金を含めて表示しています。
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２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共

済組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てる

ため拠出した特例業務負担金 千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成 年 月現在における平成 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は、 千円となっ

ています。

Ⅶ【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

（単位：千円）

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

繰延税金資産

　貸倒引当金超過額

　退職給付引当金

　賞与引当金

　その他

　繰延税金資産小計

　評価性引当額等 △ 721,036

　繰延税金資産合計(A)

繰延税金負債

　未収預金利息

　繰延税金負債合計(B)

繰延税金資産の純額(A)-(B)

法定実効税率

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.13

　事業分量配当金 △ 0.53

　住民税均等割等

　評価性引当額の増減

　その他 △ 0.08

税効果会計適用後の法人税の負担率
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注記表 年度

Ⅰ【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法

・子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法

・その他有価証券（時価のないもの） ・・・ 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・購買品 ・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法 収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 年度 月 日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しています。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。また、取得価額 万円以

上 万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、 年間で均等償却を行っています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

なお、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産自己査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計上してい

ます。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実

質破綻先）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権

については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力

を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、

当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額

を引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定した金額に基づき計上しています。

すべての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は信用事業資産で

千円、経済事業資産で 千円です。

賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。

退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認

められる額を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金積立規程に基づく期末要支給額を計上しています。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、会計基準適用初年度開始

前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

７．記載金額の端数処理
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記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「 」で表示しています。

Ⅱ【会計上の見積りの変更に関する注記】

１．貸倒実績率の算定方法の変更

要注意先に対する債権の貸倒実績率の算定は、従来、「要管理先」と「その他要注意先」を一括して今後 年間の予想損失額を見

積ってきましたが、より精緻な見積りを行うための債権者区分ごとのデータが整備されたため、当事業年度から「要管理先」と「そ

の他要注意先」をそれぞれの区分ごとに算定し、さらに「その他要注意先」は今後 年間の予想損失額を見積る方法へ変更してい

ます。

この変更により、従来の方法と比べて、信用事業に係る貸倒引当金繰入額が 千円減少し、法人税等調整額が 千

円増加したため、当期剰余金が 千円増加しています。

Ⅲ【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は 千円であり、その内訳は、次のと

おりです。

２．担保に供している資産

担保に供している資産 現金 千円

上記のほか、為替決済等の担保として預金 千円を差し入れています。 

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務

子会社に対する金銭債権の総額 千円

子会社に対する金銭債務の総額 千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

理事、監事に対する金銭債権の総額 千円

理事、監事に対する金銭債務の総額 ありません

５ 貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は 千円、延滞債権額は 千円です。

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立て

または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出

金｣という。）のうち、法人税法施行令 昭和 年政令第 号 第 条第 項第 号のイからホまでに掲げる事由または同項第 号

に規定する事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利

息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、 カ月以上延滞債権はありません。

なお、 カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権

および延滞債権に該当しないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 千円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および カ月以上延滞債権に該当し

ないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、 カ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権額の合計額は 千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

６ 劣後特約付貸出金

貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された長野県信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸

出金 千円が含まれています。

種　　類 圧縮記帳額

　建    物 千円

　機械装置 千円

　その他の有形固定資産 千円

　合　　計 千円
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Ⅳ【損益計算書に関する注記】

１．子会社との事業取引による取引高の総額 
（ ）子会社との取引による収益総額 千円

うち事業取引高 千円

うち事業取引以外の取引高 千円

（ ）子会社との取引による費用総額 千円

うち事業取引高 千円

うち事業取引以外の取引高 ありません

２．減損損失に関する注記

（1）資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産又は資産グループの概要 
当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗については、本所・事業所を一括し、ま

た、業務外固定資産（遊休資産と賃貸資産）については、各固定資産をグルーピングの最小単位としています。 
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は以下のとおりです。 

場 所 用 途 種 類 その他 
中野市吉田 賃貸資産 建物 業務外固定資産 

（2）減損損失の認識に至った経緯 
中野市吉田の賃貸資産については、賃貸用固定資産として使用していますが、今後は事業用資産、賃貸資産としての使用が見込

めず、使用価値が帳簿価額まで達しないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、処分可能価額で評価しその差額を減損損失

として認識しました。 
（3）減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 

中野市吉田賃貸資産 千円（建物）

（4）回収可能価額の算定方法 
中野市吉田の賃貸資産の回収可能価額については、使用価値を採用しています。なお、使用価値はないため、備忘価額（１円）

としています。

Ⅴ【金融商品に関する注記】

金融商品の状況に関する事項

（ ）金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を長野

県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債等の有価証券による運用を行っています。また、営農関連事業の設備投資

のため、株式会社日本政策金融公庫等から借入を行っています。

（ ）金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、組合員・利用

者の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらされています。

当事業年度末における貸出金のうち、 ％は農業に対するものです。

また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的（その他有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利

の変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされています。

また、経済事業未収金は組合員・利用者の信用リスクにさらされています。

（ ）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につい

ては、本所に融資審査課を設置し各店との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッ

シュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま

す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管

理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定

化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感

応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの

状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、

日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針

などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執
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行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報 
（トレーディング目的以外の金融商品） 
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である

金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金及び

借入金です。 
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動

額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。 
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が 0.25％上昇したものと想定し

た場合には、経済価値が 千円減少するものと把握しています。 
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。 
また、金利の合理的な予想変動幅を越える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めていま

す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）

を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（ ）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異

なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品の時価等に関する事項

（ ）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものについては、次表には含めず（ ）に記載します。

（ ）金融商品の時価の算定方法

【資産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金につ

いては、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に

代わる金額として算定しています。

②有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな

い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

預金 △ 10,872

貸出金

　貸倒引当金（※1） △ 3,344,999

　貸倒引当金控除後

経済事業未収金

　貸倒引当金（※2） △ 72,411

　貸倒引当金控除後

資産計

貯金

借入金（※3）

経済事業未払金

負債計

（※3）借入金には設備借入金を含めて表示しています。

（※1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（※2）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
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Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ

る金額としています。

④経済事業未収金

経済事業未収金については、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金につい

ては、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

②借入金（設備借入金含む）

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていな

いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏ

ｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

③経済事業未払金

経済事業未払金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、帳簿価額によっています。

（ ）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品として外部出資があり、貸借対照表計上額 千円は、 の金

融商品の時価情報には含まれていません。 
（ ）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（ ）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

Ⅵ【退職給付に関する注記】

１．退職給付に係る事項

採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加え、同規

程に基づき退職給付の一部にあてるため一般社団法人長野県農林漁業団体共済会との契約に基づく退職金共済制度を採用し

ています。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しています。

(単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

貯金(*1)

借入金(*2)

合計

(*1)貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。

(*2)借入金には設備借入金を含めて表示しています。

(単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

預金

貸出金（*1,2）

経済事業未収金（*3）

　　合計

(*1)貸出金のうち、当座貸越2,291,219千円については「1年以内」に含めています。
　　また、期限のない劣後特約付貸出金500,000千円については「5年超」に含めています。

(*2)貸出金のうち、3カ月以上延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等1,776,833千円は
 償還の予定が見込まれないため、含めていません。

(*3)経済事業未収金のうち、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等53,188千円は償
 還の予定が見込まれないため、含めていません。
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退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 千円

退職給付費用 千円

退職給付の支払額 △ 千円

特定退職共済制度への拠出金 △ 千円

期末における退職給付引当金 千円

退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 千円

特定退職共済制度 △ 千円

退職給付引当金 千円

退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 千円

出向者に係る出向先負担金等 △ 千円

２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共

済組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てる

ため拠出した特例業務負担金 千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成 年 月現在における平成 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は、 千円となっ

ています。

Ⅶ【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（単位：千円）

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

（追加情報） 
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 平成 年 月 日）を当事業年度から適用して

います。

繰延税金資産

　貸倒引当金超過額

　退職給付引当金

　賞与引当金

　その他

　繰延税金資産小計

　評価性引当額等 △ 886,615

　繰延税金資産合計(A)

繰延税金負債

　未収預金利息

　繰延税金負債合計(B)

繰延税金資産の純額(A)-(B)

法定実効税率

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.84

　事業分量配当金 △ 1.66

　住民税均等割等

　評価性引当額の増減

　その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率
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【28年度】 【29年度】 （単位：円）

科 目 金額 科 目 金額

１. 当期未処分剰余金 １. 当期未処分剰余金

２. 剰余金処分額 ２. 剰余金処分額

(1)利益準備金 (1)利益準備金

(2)任意積立金 (2)任意積立金

 (うち農業振興開発積立金)  (うち農業振興開発積立金)

 (うち健康・福祉積立金)  (うち健康・福祉積立金)

（うち税効果調整積立金）  (うち野菜・花卉育苗施設更新等積立金)

 (うち野菜・花卉育苗施設更新等積立金)  (うち施設整備積立金)

 (うち経営基盤強化積立金)  (うち固定資産減損積立金)

 (うち施設整備積立金)

(3)出資配当金 (3)出資配当金

(4)事業の利用分量に対する配当金 (4)事業分量配当金

３.次期繰越剰余金 ３.次期繰越剰余金

剰 余 金 処 分 計 算 書

【２８年度】
１．出資配当金は年 ％の割合です。ただし、年度内の増資および新加入については日割計算です。
２．利用分量配当金の基準は次の通りです。

【２９年度】
１．出資配当金は年 ％の割合です。ただし、年度内の増資および新加入については日割計算です。

２．事業分量配当金の基準は次の通りです。

　事業分量配当金の基準 （単位：円）

対　象　項　目 構成比 (%) 配当金額

共　済　事　業   納入共済掛金に対し

販　売　事　業 　振込額に対し

購　買　事　業   供給額に対し

合 計

配　当　基　準

信　用　事　業
　当座性貯金・定期性貯金は平均残高、

　貸出金は支払利息に対し

　利用分量配当の基準 （単位：円）

対　象　項　目 構成比 (%) 配当金額

共　済　事　業   納入共済掛金に対し

販　売　事　業 　振込額に対し

購　買　事　業   供給額に対し

合 計

配　当　基　準

信　用　事　業
　当座性貯金・定期性貯金は平均残高、

　貸出金は支払利息に対し
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３．任意積立金のうち目的積立金の種類及び積立目的、積立目標額、取崩基準等は次の通りです。

【28年度】 （単位：円）

種　　類 積　立　目　的 目　標　額 取　崩　基　準 当期積立金

農業振興開発積立金

農業の振興にかかわる研究開
発及び新規事業育成のため
『農業振興開発積立金規程』
に基づき積立てる。

５億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

ＪＡ教育積立金

ＪＡの組合員及び役職員の教
育と農業後継者の育成に資す
るため『教育積立金規程』に
基づき積立てる。

４億36万円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

健康・福祉積立金

ＪＡが進める健康・福祉運動
と長期的かつ体系的な関連施
設整備に資するため『健康・
福祉積立規程』に基づき積立
てる。

２億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

税効果調整積立金

定款第６７条第２項に定める
組合の事業の改善のため『税
効果調整積立金規程』に基づ
き積立てる。

当期に発生した
法人税等調整額
の残高を積立て
る。

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

野菜・花卉育苗施設
更新等積立金

野菜・花卉育苗施設の更新・
修繕及び育苗事業に関する臨
時的な支出に備えるため『野
菜・花卉育苗施設更新等積立
金規程』に基づき積立てる。

3,720万円

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

経営基盤強化積立金

組合経営の健全性確保と経営
基盤の安定を図るため『経営
基盤強化積立金規程』に基づ
き積立てる。

１０億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

固定資産減損積立金

減損会計の導入に伴い発生す
る可能性のある固定資産の減
損処理に備えるため『固定資
産減損積立金規程』に基づき
積立てる。

　３億円

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

利用施設等経費均衡
積立金

利用施設等の取得に伴う減価
償却費が、当該期の剰余金の
範囲内で対処できない場合に
備え『利用施設等経費均衡積
立金規程』に基づき積立て
る。

２億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

施設整備積立金

この組合の事務所等の設備整
備に必要な支出に備えるため
『施設整備積立金規程』に基
づき積立てる。

５億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。
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【29年度】 （単位：円）

種　　類 積　立　目　的 目　標　額 取　崩　基　準 当期積立金

農業振興開発積立金

農業の振興にかかわる研究開
発及び新規事業育成のため
『農業振興開発積立金規程』
に基づき積立てる。

５億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

ＪＡ教育積立金

ＪＡの組合員及び役職員の教
育と農業後継者の育成に資す
るため『教育積立金規程』に
基づき積立てる。

４億36万円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

健康・福祉積立金

ＪＡが進める健康・福祉運動
と長期的かつ体系的な関連施
設整備に資するため『健康・
福祉積立規程』に基づき積立
てる。

２億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

税効果調整積立金

定款第６７条第２項に定める
組合の事業の改善のため『税
効果調整積立金規程』に基づ
き積立てる。

当期に発生した
法人税等調整額
の残高を積立て
る。

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

野菜・花卉育苗施設
更新等積立金

野菜・花卉育苗施設の更新・
修繕及び育苗事業に関する臨
時的な支出に備えるため『野
菜・花卉育苗施設更新等積立
金規程』に基づき積立てる。

3,720万円

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

経営基盤強化積立金

組合経営の健全性確保と経営
基盤の安定を図るため『経営
基盤強化積立金規程』に基づ
き積立てる。

１０億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

固定資産減損積立金

減損会計の導入に伴い発生す
る可能性のある固定資産の減
損処理に備えるため『固定資
産減損積立金規程』に基づき
積立てる。

　３億円

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

利用施設等経費均衡
積立金

利用施設等の取得に伴う減価
償却費が、当該期の剰余金の
範囲内で対処できない場合に
備え『利用施設等経費均衡積
立金規程』に基づき積立て
る。

２億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

施設整備積立金

この組合の事務所等の設備整
備に必要な支出に備えるため
『施設整備積立金規程』に基
づき積立てる。

５億円　

目的を達するた
めの支出に対し
て理事会の議決
を経て取り崩
す。

４．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額平成 年度 千円、平成

年度 千円が含まれています。
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部 門 別 損 益 計 算 書

（単位：千円）

事業収益 Ａ

事業費用 Ｂ

事業総利益 Ｃ＝Ａ－Ｂ

事業管理費 Ｄ

（うち減価償却費） Ｅ

（うち人件費） Ｅ’

※うち共通管理費 Ｆ ▲ 350,588

　（うち減価償却費） Ｇ (▲ 26,376)

　（うち人件費） Ｇ’ (▲ 199,240)

共通管理費配賦前事業利益 ▲ 173,528 ▲ 350,588

事業利益 Ｈ＝Ｃ－Ｄ ▲ 195,194

事業外収益 Ｉ

※うち共通分 Ｊ ▲ 27,610

事業外費用 Ｋ

※うち共通分 Ｌ ▲ 5,424

経常利益 Ｍ＝Ｈ＋Ｉ－Ｋ ▲ 195,748

特別利益 Ｎ

※うち共通分 Ｏ

特別損失 Ｐ

※うち共通分 Ｑ ▲ 7

税引前当期利益 Ｒ＝Ｍ＋Ｎ－Ｐ ▲ 195,559

営農指導事業分配賦額 Ｓ

Ｔ＝Ｒ－Ｓ

※Ｆ，Ｊ，Ｌ，Ｏ，Ｑは各事業に直課できない部分

●共通管理費等・営農指導事業の配賦割合 （単位：％）

（１）共通管理費の配賦基準

（人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）の平均値。但し、賃貸物件を除く

（２）営農指導事業の配賦基準

農業関連50%＋事業総利益割50%

計

区　　分

営農指導事業分配賦後税引
前当期利益

共　　済

事　　業

第５３期事業年度（平成28年3月1日から平成29年2月28日まで）

信　　用

事　　業

生活その他

事　　　　業
共通管理費等

営農指導

事　　　業

農業関連

事　　　業

営農指導事業

農業関連

事　　　業

生活その他

事　　　　業

営農指導

事　　　業

共　　済

事　　業

共通管理費等

信　　用

事　　業
合　　計

区　 　分
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部 門 別 損 益 計 算 書

（単位：千円）

事業収益 Ａ

事業費用 Ｂ

事業総利益 Ｃ＝Ａ－Ｂ

事業管理費 Ｄ

（うち減価償却費） Ｅ

（うち人件費） Ｅ’

※うち共通管理費 Ｆ ▲ 375,665

　（うち減価償却費） Ｇ (▲ 24,192)

　（うち人件費） Ｇ’ (▲ 228,185)

共通管理費配賦前事業利益 ▲ 199,000 ▲ 375,665

事業利益 Ｈ＝Ｃ－Ｄ ▲ 223,282

事業外収益 Ｉ

※うち共通分 Ｊ ▲ 29,076

事業外費用 Ｋ

※うち共通分 Ｌ ▲ 7,621

経常利益 Ｍ＝Ｈ＋Ｉ－Ｋ ▲ 226,384

特別利益 Ｎ

※うち共通分 Ｏ

特別損失 Ｐ

※うち共通分 Ｑ ▲ 21,164

税引前当期利益 Ｒ＝Ｍ＋Ｎ－Ｐ ▲ 227,766

営農指導事業分配賦額 Ｓ

Ｔ＝Ｒ－Ｓ

※Ｆ，Ｊ，Ｌ，Ｏ，Ｑは各事業に直課できない部分

●共通管理費等・営農指導事業の配賦割合 （単位：％）

（１）共通管理費の配賦基準

（人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）の平均値。但し、賃貸物件を除く

（２）営農指導事業の配賦基準

農業関連50%＋事業総利益割50%

計

区　　分

営農指導事業分配賦後税引
前当期利益

共　　済

事　　業

第５４期事業年度（平成29年3月1日から平成30年2月28日まで）

信　　用

事　　業

生活その他

事　　　　業
共通管理費等

営農指導

事　　　業

農業関連

事　　　業

営農指導事業

農業関連

事　　　業

生活その他

事　　　　業

営農指導

事　　　業

共　　済

事　　業

共通管理費等

信　　用

事　　業
合　　計

区　 　分
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経 費 の 内 訳

損益計算書科目 内訳科目 ２８年度 ２９年度 増減

役員報酬

給料手当

(うち賞与引当金繰入)

福利厚生費

人件費 退職給付費用

役員退職慰労金

(うち役員退職慰労引当金繰入額)

　計

会議費 △ 2

接待交際費 △ 2

宣伝広告費

通信費

業務費 印刷・消耗品費 △ 2

図書・研修費

事務委託費 △ 1

旅費

　計 △ 7

租税公課

諸税負担金 支払賦課金

分担金

　計

減価償却費 △ 15

保守修繕費

保険料 △ 1

水道光熱費

施設費 賃借料

消耗備品費

車輌費

施設管理費 △ 1

　計 △ 7

その他管理費用 雑費

合　　計

（単位：百万円）
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自己資本の充実の状況

自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財政基盤
の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の
効率化等に取り組んだ結果、平成３０年２月末における自己資本比率は、１８ ３５％となりました。
当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資のほか、回転出資によっています。

○普通出資による資本調達額
項 目 内 容

発行主体 中野市農業協同組合
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目に算入した額 百万円（前年度 百万円）

○回転出資による資本調達額
項 目 内 容

発行主体 中野市農業協同組合
資本調達手段の種類 回転出資金
コア資本に係る基礎項目に算入した額 百万円（前年度 百万円）

当ＪＡは、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペ
レーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るととともに、内
部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。
また、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスクを個別の方法で質的また

は量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価することによ
り、経営の健全性維持・強化を図っております。

自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円、％）

項 目

年度 年度

経過措置

による

不算入額

経過措置

による

不算入額

コア資本にかかる基礎項目 （１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額 （△）

うち、上記以外に該当するものの額 △ △

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、回転出資金の額

うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手
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項 目

年度 年度

経過措置

による

不算入額

経過措置

による

不算入額

段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当

する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本にかかる基礎項目の額 （イ）

コア資本にかかる調整項目 ２

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除

く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの

額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ）） （ハ）

リスク・アセット等 （３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計

額

△ △

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・

ライツに係るものを除く）

うち、繰延税金資産
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項 目

年度 年度

経過措置

による

不算入額

経過措置

による

不算入額

うち、前払年金費用

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ △

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るもの

の額

うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た

額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

注

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 年金融庁・農水省告示第２号）に基づき

算出しています。

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リス

ク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

− 57 −



自己資本の充実度に関する事項

信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

（単位：百万円）

２８年度 ２９年度

信用リスク・アセット

エ ク ス

ポ ー

ジャーの

期末残高

リスク・

アセット

額

所要自己

資本額

＝ ×

４％

エ ク ス

ポ ー

ジャーの

期末残高

リスク・

アセット

額

所要自己

資本額

＝ ×

４％

我が国の中央政府及び中央銀行向け

我が国の地方公共団体向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業

者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

信用保証協会等保証付

共済約款貸付

出資等

他の金融機関等の対象資本調達手段

特定項目のうち調整項目に算入され

ないもの

複数の資産を裏付とする資産（所謂

ファンド）のうち、個々の資産の把

握が困難な資産

証券化

経過措置によりリスク・アセットの

額に算入 不算入となるもの
△ △ △ △

上記以外

標準的手法を適用するエクスポージャー

別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

中央清算機関関連エクスポージャー

信用リスク・アセットの額の合計額
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オペレーショナル・リスクに対する所要自

己資本の額

＜基礎的手法＞

オペレーショナル・

リスク相当額を８％

で除して得た額

所要自己

資本額

オペレーショナル・

リスク相当額を８％

で除して得た額

所要自己

資本額

ａ ｂ ＝ ａ ×

４％

ａ ｂ ＝ ａ ×

４％

所要自己資本額計 リスク･アセット等

分母 計

所要自己

資本額

リスク･アセット等

分母 計

所要自己

資本額

ｂ ＝ ×

４％

ｂ ＝ ×

４％

（注）

１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの

種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的に

は貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係る

エクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・

ウエイトが ％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエク

スポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャー

のことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調達

手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）および土地再評価差額金に

係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

７．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外

の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参

加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

（粗利益（正の値の場合に限る）× ％）の直近３年間の合計額
÷８％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

− 59 −



信用リスクに関する事項

標準的手法に関する事項

当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により

算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当た

り使用する格付等は次のとおりです。

ア リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用

し、非依頼格付は使用しないこととしています。

注 「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛け

目のことです。

イ リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・スコアは、

主に以下のとおりです。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ ｓ）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

フィッチレーティングスリミテッド（Ｆｉｔｃｈ）

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア

金融機関向け

エクスポージャー

日本貿易保険

法人等向け

エクスポージャー 長期

＆ ， ， ， ，

法人等向け

エクスポージャー 短期

＆ ， ， ， ，
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信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エク

スポージャーの期末残高

（単位：百万円）

注

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資産控除となるものを除く）並びにオフ・バラ

ンス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・

エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請

求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残

額も含めています。

３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から カ月以上延滞してい

るエクスポージャーをいいます。

４．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

２８年度 ２９年度

信用リスク
に関するエ
ク ス ポ ー
ジャーの残
高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジャー

信用リスク
に関するエ
ク ス ポ ー
ジャーの残
高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジャー

うち
貸出金等

うち
債券

うち
貸出金等

うち
債券

国 内

国 外

地域別残高計

法
人

農 業

林 業

水 産 業

製 造 業

鉱 業

建設・不動産
業

電気・ガス・

熱供給・水道
業

運輸・通信業

金融・保険業

卸売・小売・
飲食・サービ
ス業

日本国政府・
地方公共団体

上記以外

個 人

そ の 他

業種別残高計

１年以下

１年超３年以下

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超 年以下

年超

期限の定めのないもの

残存期間別残高計
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貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）

（注）個別貸倒引当金には、外部出資等損失引当金を含んでいます。

業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：百万円）

区 分

２８年度 ２９年度

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高
目的

使用
その他

目的

使用
その他

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

区 分

２８年度 ２９年度

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高

貸出

金償

却

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高

貸出

金償

却

目的

使用
その他

目的

使用
その他

国 内

国 外

地域別計

法

人

農業

林業

水産業

製造業

鉱業

建設・不動産業

電気・ガス・熱

供給・水道業

運輸・通信業

金融・保険業

卸売・小売・飲

食・サービス業

上記以外

個 人

業種別計
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信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト ％を適用する残高

（単位：百万円）

（注）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャー

に該当するものを除く）並びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣に

はエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格

付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエ

イトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象

としています。

４． ％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティ

ブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト ％を適用したエクスポー

ジャーがあります。

信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポー

ジャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイト

２８年度 ２９年度

格付

あり

格付

なし
計

格付

あり

格付

なし
計

信用リ

スク削

減効果

勘案後

残高

リスク･ウエイト０％

リスク･ウエイト２％

リスク･ウエイト４％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

リスク･ウエイト ％

その他

リスク･ウエイト ％

計
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に代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用していま

す。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手の

ために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担

保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、我が国の地方公共

団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融

機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エクス

ポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人

のリスク･ウエイトを適用しています。

ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付が または 以上で、

算定基準日に長期格付が または 以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのう

ち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク･ウエ

イトを適用しています。

貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由

にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の

取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③

自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視お

よび管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信

用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行っています。な

お、主要な担保の種類は自組合貯金です。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

区 分

２８年度 ２９年度

適格金融

資産担保
保証

適格金融

資産担保
保証

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

証券化

中央清算機関関連

上記以外

合計
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注

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとし

ては貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク

スポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイト

が ％になったエクスポージャーのことです。

３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクス

ポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのこと

です。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共

部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定

の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社および関連会

社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。

①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効

率的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析

の他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。

②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握

およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポー

トフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ

委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定

した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを

行っています。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議

を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社および関連

会社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その他有価証券に

ついては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」と

して純資産の部に計上しています。③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状

況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、

注記表にその旨記載することとしています。
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出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

注 「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（単位：百万円）

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

（単位：百万円）

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（子会社・関連会社株式の評価損益等）

（単位：百万円）

金利リスクに関する事項

金利リスクの算定方法の概要

金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、

貸出金、有価証券、貯金等）が、金利の変動により発生するリスクのことです。当ＪＡでは、保有

期間１年（ 営業日）、観測期間５年で計測される金利変動の１パーセンタイル値と９９パーセン

タイル値による金利ショックによって受ける金利リスク量を算出しています。

要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出さ

れる要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、

２８年度 ２９年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 場

非上場

合 計

２８年度 ２９年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

２８年度 ２９年度

評価益 評価損 評価益 評価損

２８年度 ２９年度

評価益 評価損 評価益 評価損
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①過去 年間の最低残高、②過去 年間の最大年間流出量を現在残高から差し引いた残高、③現在残

高の ％相当額のうち、最小の額を上限とし、 ～ 年の期間に均等に振り分けて（平均残存 年）

リスク量を算定しています。

金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。

金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（△）

算出した金利リスク量は、四半期ごとにＡＬＭ委員会および理事会に報告して承認を得ています。

また、これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。

金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：百万円）

２８年度 ２９年度

金利ショックに対する損益・経

済価値の増減額
△ △
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